
2023年10月

姫路商工会議所

１．調査目的： 当所会員事業所の外国人材の雇用について調査し、今後の意見活動等に反映すること。
　　　　　　　　　　
２．調査期間：   2023年9月13日 ～ 9月26日（14日間）

３．調査方法： （１）姫路市内に本店を置き、Ｆａｘ番号登録のある当所会員事業所

（２）2023年度第2四半期　景気動向調査とあわせて調査

※景気動向調査の回答数 1,154件のうち､特別調査への回答数は 1,130件
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（2023年度第2四半期）

【特別調査】

事業所数

217

構成比

100.0％

20.6％

19.2％

10.4％117

　全　　体

 外国人材の雇用に関する調査

（回答事業所の業種別構成比）

調査事業所数 回答事業所数

全　　体

4,575 1,130 24.7％

 建設業

回答率
事業所数

1,130

233

（回答率）

1130

 医療・福祉

 教育・学習支援業

 不動産業

 飲食・宿泊業

 　小規模

 　中規模

 　大規模

714

373

43

（回答事業所の規模別構成比）
 製造業

構成比  卸売業

100.0％
 小売業

 サービス業

63.2％

 その他

33.0％

 情報通信業

3.8％

 運輸業
【小規模】

「1～5人」

「1～20人」

【中規模】

「6～50人」

「6～100人」

「21～300人」

【大規模】

：情報通信業、卸売業、小売業、

   飲食・宿泊業、医療・福祉、

   教育・学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

   不動産業

：小売業、飲食・宿泊業

：情報通信業、卸売業、医療・福祉、教育・

 　学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

　 不動産業

：上記【小規模】【中規模】を除く区分。

 金融・保険業

0.7％8

－　１　－

■業種別の状況

■規模別の状況

■雇用する理由の状況



〇現在雇用中は97先（8.6％）､今後雇用
予定は14先（1.2％）、雇用を検討中は
73先（6.5％）合計184先（16.3％）だった。

〇上記の比率を規模別で見ると、小規模は9.4％、
中規模は24.7％、大規模では58.1％であった。

〇同様の比率を主要業種で見ると、製造業の
28.7％、建設業の15.9％が高くなっている。

－　2　－

問1．外国人材の雇用状況について、該当する番号を１つ選んでください。
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14.2%

44.2%

0.8%

1.6%

4.7%

5.1%

8.8%

9.3%

90.6%

75.3%

41.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模 (N=711)

中規模 (N=373)

大規模 (N=43)

①現在雇用中

97件

8.6%

②今後雇用予定

14件

1.2%

③雇用を検討中

73件

6.5%

④雇用予定なし

943件

83.7%

■外国人材の雇用状況 ■雇用を予定しない理由

5.6%

20.4%

6.0%

3.3%

5.7%

8.1%

2.6%

1.4%

0.9%

1.3%

0.5%

0.5%

7.7%

6.9%

5.1%

4.6%

5.7%

7.6%

84.1%

71.3%

88.0%

90.8%

88.2%

83.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 (N=233)

製造業 (N=216)

卸売業 (N=117)

小売業 (N=152)

サービス業 (N=212)

その他 (N=197)

①現在雇用中 ②今後雇用予定 ③雇用を検討中 ④雇用予定なし

N=1,127

■業種別の状況 ■業種別の状況

■規模別の状況■規模別の状況

①②③の合計

184件

16.3％

(①＋②+③）

37件（15.9%）

62件（28.7%）

14件（12.0%）

14件（9.2%）

25件（11.8%）

25件（16.2%）

(①＋②+③）

67件（9.4%）

92件（24.7%）

25件（58.1%）



2023年10月

姫路商工会議所

〇「日本人の採用が困難」「幅広く
優秀な人材を確保するため」が
多数を占めた。

〇規模別で見ると、小規模では
「日本人の採用が困難」との理由の
割合が、中規模、大規模に比べて
高くなっている。

〇主要な業種で見ると建設業、製造業、
サービス業、卸売業の順で、「日本人の
採用が困難」とする割合が高い。

問2-1．問１で、①～③を選択した場合、その理由について、該当する番号を選んでください。

－　3　－
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25.0%

35.3%

43.3%

10.0%

5.9%

7.5%

1.0%

10.0%

1.3%

12.7%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模 (N=64)

中規模 (N=89)

大規模 (N=25)

65.2%

53.4%

40.0%

28.6%

40.7%

37.8%

21.7%

30.1%

40.0%

57.1%

33.3%

37.8%

13.0%

2.7%

13.3%

3.7%

8.1%

6.8%

6.7%

7.1%

7.4%

2.7%

6.8%

7.1%

14.8%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 (N=36)

製造業 (N=61)

卸売業 (N=12)

小売業 (N=13)

サービス業 (N=25)

その他 (N=31)

日本人の採用が困難 幅広く優秀な人材を確保するため

人件費抑制 海外取引など業務運営上必要

その他

104件

69件

14件 10件 15件
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(複数選択可)

回答件数：212

回答事業所数：178

■業種別の状況■業種別の状況

■規模別の状況 ■規模別の状況

■雇用にあたっての課題■雇用する理由の状況



　

〇「社内受け入れ体制が整っていない」が、最も多く
次いで、「人材は充足中」「業務上外国人材は不要」
が続いた。

〇規模別で見ると、規模にかかわらず「社内受け入れ
体制が整っていない」が最も多かった。

〇主要な業種で見ると、建設業、製造業では、
「社内受け入れ体制が整っていない」、が最も多かった。
卸売業、小売業では、「人材は充足中」が、
サービス業では、「業務上外国人材は不要」が、
それぞれ最も多かった。

－ 4 －

問2-2．問１で、④を選択した場合、その理由について、該当する番号を選んでください。

34.5%

38.3%

57.1%

31.1%

23.4%

19.0%

27.4%

29.5%

23.8%

1.8%

4.2%

5.2%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模 (N=584)

中規模 (N=266)

大規模 (N=18)

■雇用を予定しない理由 356件
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50.0%

42.2%

29.4%

29.8%

29.1%

31.4%

20.4%

26.7%

34.9%

35.5%

29.6%

28.4%

22.3%

19.9%

26.6%

30.5%

33.7%

34.9%

1.9%

7.5%

2.8%

2.0%

1.2%

5.3%

3.7%

6.4%

4.3%

5.5%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 (N=184)

製造業 (N=143)

卸売業 (N=95)

小売業 (N=123)

サービス業 (N=174)

その他 (N=149)

外国人材の社内受入体制が整っていない 人材は充足中

業務運営上外国人材は不要 過去外国人材を雇用したが長続きしなかったため

その他

■雇用にあたって要望する政策

■業種別の状況 ■業種別の状況

■規模別の状況 ■規模別の状況

(複数選択可)

回答件数：985

回答事業所数：868

）

）



〇「言語の相違」が最も多く、次いで「生活
習慣・文化の相違」「採用、受け入れノウ
ハウ不足」「煩雑な行政手続き」が続く。

〇規模に関わらず、課題の各項目の順位
は同じであった。また各比率についても大きな 　

乖離は見られなかった。

〇主要な業種で見ると、サービス業、卸売業
製造業の順に、「言語の相違」の割合が
多くなっている。

問3．外国人材を雇用するにあたり、課題となるものを選んでください。
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23.5%

15.2%

16.8%
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3.0%

3.7%

1.6%
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28.2%

29.6%

27.9%

33.1%

32.0%

19.0%

19.7%

21.8%

21.8%

21.4%

23.4%

18.8%

14.1%

16.2%

14.8%

16.4%

12.9%

12.9%

11.5%

9.3%

7.4%

6.7%

6.5%

7.8%

8.2%

10.6%

9.2%

7.6%

10.2%

4.6%

7.0%

4.2%

3.9%

4.7%

4.0%

5.3%

5.9%

3.2%

2.6%

2.6%

1.8%

1.3%

1.2%

1.4%

2.2%

1.2%

2.2%

3.0%

4.2%

3.7%

10.0%

6.2%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 (N=209)

製造業 (N=192)

卸売業 (N=100)

小売業 (N=123)

サービス業 (N=178)

その他 (N=171)

言語の相違 生活習慣・文化の相違 採用、受入れノウハウ不足

煩雑な行政手続 社内環境整備 定着率の低さ

採用コスト その他 特になし

■業種別の状況

■規模別の状況

(複数選択可)

回答件数：2,011

回答事業所数：973

■雇用にあたっての課題 ■雇用にあたっての課題

■雇用にあたって要望する政策



〇「日本語教育支援」が最も多く、次いで
「外国人材の住居確保などの生活サポート」
「採用、雇用に関わる支援の拡大」が続く。

〇規模別で見ると、小規模では、
「日本語教育支援」が最多だった。
中規模では、「採用、雇用に関する
諸手続きの簡素化」が最多であった。
大規模では、「日本語教育支援」
「採用、雇用に関わる支援の拡大」「在留
期間の長期化」が同数で最多だった。

〇主要な業種で見ると、建設業では、
「外国人材の住居確保などの生活サポート」
製造業では「在留期間の長期化」がそれぞ
れ最多だった。
また、卸売業、小売業、サービス業ではい
ずれも「日本語教育支援」が最多だった。

　

－　６　－

問4．外国人材を雇用するにあたり、要望する政策の番号を選んでください。
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12.6%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模 (N=533)
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■雇用にあたって要望する政策

14.8%

12.0%

14.6%

14.3%

16.0%

13.8%

15.3%

13.3%

13.0%

12.7%

12.1%

11.7%

14.3%

13.3%

12.5%

12.2%

12.5%

12.1%

12.4%

13.6%

12.0%

8.5%

11.7%

13.8%

13.4%

15.1%

12.5%

4.8%

10.0%

4.5%

8.9%

6.0%

7.3%

7.4%

6.0%

8.1%

5.9%

8.1%

10.9%

6.3%

5.7%

6.1%

4.7%

3.3%

3.6%

3.7%

4.3%

4.5%

0.5%

1.5%

1.0%

3.2%

2.1%

1.2%

9.9%

13.9%

12.5%

27.0%

19.6%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 (N=191)

製造業 (N=176)

卸売業 (N=94)

小売業 (N=114)

サービス業 (N=154)

その他 (N=154)

日本語教育支援 外国人材の住居確保などの生活サポート 採用、雇用に関わる支援の拡大

採用、雇用に関する諸手続きの簡素化 在留期間の長期化 採用、雇用に関する相談窓口の拡充

外国人材受入れ対象職種の拡大 留学生の日本企業就職支援 その他

特になし

■業種別の状況

■規模別の状況

(複数選択可)

回答件数：1,146

回答事業所数：612



　

　

〇全体の回答と比較すると、１位の「言語の
相違」と、2位の「生活習慣・文化の相違」は
同様だったが、3位に「煩雑な行政手続き」が
上昇した。

(973先) (184先)

言語の相違
生活習慣・文化の相違
採用・受入れノウハウ不足
煩雑な行政手続き
社内環境整備

〇全体の回答と比較すると、1位が「在留
期間の長期化」、2位が「採用、雇用に関
する諸手続きの簡素化」、3位が「採用、
雇用に関わる支援の拡大」となり、上位3
項目が、大きく入れ替わった。

(612先) (179先)

日本語教育支援
住居確保などの生活サポート

採用・雇用に関わる支援の拡大

同上に関する諸手続きの簡素化

在留期間の長期化

全体 ①～③

全体 ①～③

20.9%
15.7%
9.5%
8.7%

32.0%
20.6%
12.2%
12.8%
6.8%

29.6%

問3.及び問4.について、問1.にて「①現在雇用中」・「②今後雇用予定」・「③雇用を

検討中」を、選択された計184先の回答を集計した。
（参考）

12.2% 16.8%
10.7% 17.3%

14.2% 12.9%
13.3% 12.9%
13.0% 13.7%

－　7　－

973
(複数選択可)

回答件数：384

回答事業所数：184

■雇用にあたっての課題

(複数選択可)

回答件数：388

回答事業所数：179

■雇用にあたって要望する政策

■雇用にあたっての課題

■雇用にあたって要望する政策
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